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国土交通省の直轄土木工事における 
働き方改革に向けた取り組み

1.　はじめに

日本全体の生産年齢人口が減少する中，建設業
の担い手については概ね 10 年後に団塊世代の大
量離職が見込まれており，その持続可能性が危ぶ
まれる状況です。建設業は，全産業平均と比較し
て年間 300 時間以上の長時間労働となっており，

他産業では一般的となっている週休 2 日も十分に
確保されておらず，給与についても建設業者全体
では上昇傾向にありますが，生産労働者について
は，製造業と比べて低い水準にあります（図－ 1）。
将来の担い手を確保し，災害対応やインフラ整
備・メンテナンス等の役割を今後も果たし続けて
いくためにも，建設業の働き方改革を一段と強化
していく必要があります。

政府では，昨年 3 月の「働き方改革実行計画」

図－ 1　建設業における休日の状況
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を踏まえ，これまで，関係省庁連絡会議の設置や
「適正な工期設定等のためのガイドライン」の策
定など建設業の働き方改革に向けた取り組みを進
めてきたところです。また，建設業団体において
も，働き方改革 4 点セット（週休 2 日実現行動計
画等）の策定など業界を挙げた取り組みが進展し
ています。

国土交通省では，この流れを止めることなくさ
らに加速させるため，今般「建設業働き方改革加
速化プログラム」を本年 3 月に策定しました。

本稿では，特に，国土交通省自らが工事の発注
者という立場から，直轄土木工事において率先し
て実施する「長時間労働の是正」および「生産性
向上」に関する取り組みを紹介いたします。

2.　長時間労働の是正

国土交通省の直轄土木工事においては，長時間
労働の是正という観点から，受発注者が協力しな

がら週休 2 日に取り組む「週休 2 日対象工事」を
展開しています。平成 29 年度は約 2,500 件を対
象工事として発注し，そのうち約 750 件の工事で
実際に週休 2 日に取り組んでいただきました。平
成 30 年度は環境整備の充実を行い，さらなる拡
大を目指しています（表－ 1）。

⑴　適切な工期設定
この前提として，適切な工期設定が必要です。

国土交通省の直轄土木工事においては，適切な工
期設定の徹底にあたり，工事細別単位で所用作業
日数および工程を自動作成する工期設定支援シス
テムを開発し，導入しています（図－ 2）。あわ
せて，工事規模や地域の状況に応じて，準備・後
片付けに最低限必要な日数を見直しました（表－
2）。このようにして，発注者側が設定した工事工

表－ 1　週休 2日対象工事の実施件数

図－ 2　工期設定支援システムについて
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程については，受注者と共有することもルール化
し，受発注者双方が工期に対して責任をもつよう
にしています（これらの取り組みについては，

「建設マネジメント技術 2017 年 7 月号　週休二
日等休日拡大に向けた取組みについて」において
詳細を報じています）。

⑵　必要経費の計上
また，週休 2 日の実施にあたっては，適切な工

期設定のほか，必要経費を計上することも欠かせ
ません。この点，平成 29 年度から 4 週 8 休相当
の現場閉所を実施した工事を対象に，共通仮設費
と現場管理費の補正を行うこととしました。

さらに，平成 30 年度においては，平成 29 年度
から試行している間接費について最新の施工実態
を踏まえ必要な見直しを行うとともに，機械経費
や労務費についても，週休 2 日の実施に伴い必要
となる経費を適切に計上できるよう補正を実施す
ることとしました（図－ 3）。

こうした環境整備により，受注した建設企業が

長時間労働の是正に積極的に取り組むことができ
るものと考えています。

3.　生産性向上

国土交通省では，ICT や 3 次元データの活用
等により，生産性の向上や魅力ある建設現場の実
現を目指す i-Construction を進めています。こ
れにより，従来の 3K イメージを払拭して，多様
な人材を呼び込むことで人手不足も解消し，全国
の建設現場を新 3K（給与が良い，休暇がとれ
る，希望がもてる）の魅力ある現場への劇的な改
善を図ります（図－ 4）。

⑴　積算基準の改定
中小企業をはじめとして，多くの建設企業が

ICT 活用や人材育成に積極的に取り組めるよう，
より実態に即した積算基準への改定を行いました。

たとえば，土工において，これまでの単価は

表－ 2　H29年度に見直しを行った工種

図－ 3　週休 2日に取り組む際の必要経費の計上
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ICT 建機の使用割合が 25% で一定であったとこ
ろ，新たに ICT 建機のみで施工する単価を設定
しました。これにより，ICT 建機の稼働実態に
応じた積算・精算が可能となります（図－ 5）。
また，これまで 5 万 m3 未満の区分で一括りにさ
れていた小規模土工について，新たに 1 万 m3 未
満の単価を設定しました（図－ 6）。このほか，
研究開発費用等の本社経費の最新の実態を反映
し，一般管理費等率を改定しました（図－ 7。こ
れらの取り組みついては，「建設マネジメント技
術 2018 年 4 月号　平成 30 年度土木工事積算基
準等の改定について」において詳細を報じていま
す）。

図－ 4　生産性向上のイメージ

i-Constructionにより，これまで
より少ない人数，少ない工事日
数で同じ工事量の実施を実現

建設現場の
生産性2割向上

省人化

工事日数削減
（休日拡大）

図－ 5　積算方法の改定

図－ 6　小規模施工の区分の新設
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⑵　IoT技術等を活用した書類の簡素化
このほか，タブレットによるペーパーレス化や

ウェアラブルカメラの活用等，IoT 技術や新技術
の導入により，施工品質の向上と省力化を図るこ
ととしています（写真－ 1）。

また，入札時における簡易確認型の拡大，施工
時の関係基準類（工事成績評定要領，共通仕様書）
の改定により，書類の作成負担を軽減します。

4.　おわりに

今回，直轄土木工事における働き方改革に向け
た取り組みを紹介しました。今後，こうした取り
組みが範となり，直轄土木工事のみならず建設業
全体の働き方改革の加速に寄与できるよう，引き
続き取り組んでまいりたいと考えています。

写真－ 1

図－ 7　一般管理費等率の改定

研究開発費用等の本社経費の最新の実態を反映し，一般管理費等率を改定
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